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はじめに 

 

 

ＨＰＣＩの構築を主導するコンソーシアムは、平成２２年７月２８日付けで文部科学省の公募によ

り決定された１３のユーザコミュニティ機関及び２５の計算資源提供機関が、コミュニティの合意形

成の場となる「準備段階におけるＨＰＣＩコンソーシアム」（以下「コンソーシアム」という。）を構成し活

動を開始した。 

 

平成２２年１０月８日には、これら３８の構成機関が会する、第１回ＨＰＣＩ検討総会（以下「総会」

という。）を開催した。同総会では、平成２４年４月のコンソーシアム本格運営段階への移行に向

けての検討課題を、①ＨＰＣＩ運営体制の整備、②ＨＰＣＩシステムの整備、③産業利用促進、④人

材育成、⑤社会還元などに整理し、平成２４年度政府予算の概算要求も念頭に置きつつ検討を

進めることとした。 

 

コンソーシアムでは、効率的な検討を実現するため、総会の下に我が国の計算科学技術振興

の観点に立ち所属機関を越えて全体的な立場から検討を行い得る有識者を構成員とするＨＰＣＩ

検討委員会（以下「委員会」という。）を設置し、また、委員会の下に詳細な調査検討を行うため

のワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）を設けることができることとして、検討を行うための体

制を構築した。 

 

委員会では、検討課題のうち最初の 3 課題、即ち①ＨＰＣＩ運営体制の整備、②ＨＰＣＩシステム

の整備、③産業利用促進、について検討を進めることとした。具体的に、計算科学技術コミュニテ

ィの代表としてのコンソーシアムをどのように構築すべきか、多様なユーザの利用を可能とするＨＰ

ＣＩシステムをどのように構成すべきか、ＨＰＣの産業利用を促進する上での課題は何か、コンソー

シアムがＨＰＣＩの中核であり共用施設である「京」の課題選定や運用のあり方にどのように関与して

いくべきか、コンソーシアムは登録機関や理化学研究所計算科学研究機構とどのような関係にあ

るべきか,など、ＨＰＣＩという新しい取組みを実現するために必要な検討を進めた。 

 

本報告は、以上の経緯の下に、委員会におけるこれまでの検討結果を中間報告案として取りま

とめたものである。今後、コンソーシアム構成員との議論を深めることにより、平成２３年６月には中

間報告として取りまとめを目指すところである。 

 

なお、コンソーシアムの具体化には、本中間報告案に示す考え方に肉付けを行い、利用イメー

ジを具体化することが重要な課題であり、さらに、人材育成や成果の社会還元といった検討課題

も残されている。今後とも、所要の検討を継続していくことが必要である。 
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第１章  ＨＰＣＩとその構築を主導するコンソーシアムの具体化に向けて 

 

1. 目指すべき方向 

（１） コンソーシアムの理念 

■ＨＰＣＩを利用する全てのユーザに開かれたものであること 

■我が国の計算科学技術振興の中心となり、世界最高水準の成果創出と成果の社会還

元を目指して協力して活動 

■上記の活動を将来にわたり支える基盤として、全国の計算資源を連携させるＨＰＣＩシス

テムを整備・運用 

（２） コンソーシアムの活動 

■ＨＰＣＩシステムの整備と運用 

■計算科学技術コミュニティの意見集約と提言 

□世界最高水準の観点から、計算資源提供機関の運用方針や整備計画についても

提言 

■計算科学技術の振興活動 

□計算科学技術及び応用技法の醸成・拡大 

□新たな分野やコミュニティの創出 

□人材育成 

■海外の関連組織との連携 

■将来のスーパーコンピューティングの検討 

（３） ＨＰＣＩの目標 

■現状では個別機関の個別ユーザ群に分断されがちな全国の幅広いＨＰＣユーザ層が、

全国のＨＰＣリソースを効率よく利用できる体制と仕組みを整備し提供 

■全国規模でニーズとリソースのマッチングを可能とすることにより、萌芽的研究から大規

模研究まで、また産業利用にわたる幅広いＨＰＣ活用を加速するとともに、計算科学コミ

ュニティを醸成・拡大し、成果の社会還元にも資する 

■この実現のために以下を整備 

□全国のＨＰＣリソースの共通運用の仕組み 

□共通運用を支えるＨＰＣＩシステム（ストレージ，ネットワーク，認証等） 

□「京」を始めとする共用計算資源の確保と、それを中立・公正で科学的・技術的・社

会的根拠に基づき配分する仕組み 

■このような仕組みによる我が国のＨＰＣ活力のアップのために国は適切な（初期）投資を

実施 
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（４）スケジュール 

■平成 23 年  6 月 コンソーシアムの具体化中間報告 

■平成 23 年 12 月 コンソーシアムの具体化最終とりまとめ 

■平成 24 年  4 月 コンソーシアム正式発足 

■平成 24 年 11 月 ＨＰＣＩシステム運用開始 

※利用課題の選定時期については、「京」の状況も踏まえて今後調整 

 

2. コンソーシアム 

（１）構成 

以下の３つの参加形態を現時点で想定 

■ユーザコミュニティ代表機関 

□ＨＰＣＩを利用するユーザが一定程度属するコミュニティの中心としてその活動を支え

る機関。ＨＰＣＩの利用に関して、自身が中心となっているコミュニティの意見の集約や、

コミュニティ内の必要な調整等を行う 

      ※意思決定を行うためには機関としての参加が必要 

■計算資源提供機関 

□ＨＰＣＩシステム上で共用される計算資源を提供する機関。自身が提供する計算資源

がＨＰＣＩシステムにおいて円滑に共用されるために必要な調整等を行う 

※計算資源の提供と意思決定のためには機関としての参加が必要 

※計算資源：計算機資源、ネットワーク、ストレージなどＨＰＣＩを利用するユーザのため

に提供される資源 

■アソシエイト会員 

□ＨＰＣＩコンソーシアムの趣旨に賛同する者／機関 

※開かれた組織の観点から、計算科学や計算機科学に関係する組織／者の参加が

可能 

■検討事項 

□コンソーシアム構成員のカテゴリー、各カテゴリー毎の参加の要件、参加にあたっての

責任と役割、参加の恩恵等を検討（平成２３年秋頃まで） 

◆コンソーシアム構成員の役割については、ユーザコミュニティの意見集約、提供し

た計算資源の維持管理、ＨＰＣに関する技術的なノウハウの提供など様々な事項

が考えられることから、それぞれの役割と責任に応じた参加形態等について更なる

検討を進めることが必要 

◆各研究コミュニティで共用される計算資源を提供する機関のコンソーシアムへの

参加については、分野において共用される計算資源もＨＰＣI の共用計算資源と位

置付けることを明確化すると共に、例えば、当該分野における複数の機関が計算

資源の共用を促進することで効果的な計算資源の運用を実現することを推奨する

など、考え方についての明確化が必要 

◆アプリケーションソフトウェア提供者の位置付けについても検討 
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（２）運営の仕組み 

①組織形態 

□当初は任意団体として設置、一定の時期に法人化を検討 

□今後、法人化の必要性についての議論が必要 

②意思決定の仕組み 

□コンソーシアム構成機関の代表者で構成する総会において意思決定 

◆ＨＰＣＩアソシエイト会員もオブザーバとして出席可能 

□総会には、構成機関の代表者の互選により、代表、副代表を置く 

□総会における意思決定を円滑に行うため、総会の構成員の中から代表・副代表に

よって選任された委員で構成するステアリングコミッティを設置（規模は今後検討） 

□ステアリングコミッティの議長は総会の代表が兼務 

□ステアリングコミッティは意見集約窓口としても機能 

（３）コンソーシアムにおいて意思決定する事項 

①ＨＰＣＩの整備と運用並びに共用計算資源の運用に関する基本方針 

②「京」の運用について、登録機関の業務及び「京」の運用業務のうち、コンソーシアム

としての合意形成が必要となる事項（課題選定体系に関する意見など） 

③計算科学技術の振興に係わる意見・提言 

④将来のスーパーコンピューテイングに係わる意見・提言 

⑤その他我が国の計算科学技術に係わる事項 

 

3. ＨＰＣＩシステム 

（１）共用計算資源の運用 

① 共用計算資源の定義 

□計算資源提供機関からＨＰＣＩに提供される計算資源（図１参照）。 

提供の形態は以下を想定し、今後明確化 

• ＨＰＣＩ全体で共通運用され、無償の計算資源 

• ＨＰＣＩ全体で共通運用されるが、有償の計算資源 

• 複数機関が協力して研究コミュニティで共用される計算資源（無償） 

• 各機関が個別に研究コミュニティで共同利用する計算資源（無償） 

□ＨＰＣＩ上のストレージ、ネットワーク、認証等（具体的な規模、機能については、平成

２２年度に国からの委託業務として実施した「ＨＰＣＩの基本仕様に関する調査検

討」の結果を踏まえ、平成２３年度にシステムの詳細設計を実施して具体化） 

② 共用計算資源の運用についての基本的考え方 

□ＨＰＣＩ全体で共通運用され、無償の計算資源については、中立かつ公正な課題

選定体系に関するコンソーシアムの意見を尊重して、利用課題の審査・選定・資

源配分に係る具体的な運用手法を策定（当該業務の実施主体として「京」の登録

機関を想定） 
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□ＨＰＣＩ全体で共通運用されるが、有償の計算資源については、課題選定は行わず、

計算資源提供機関の課金体系に従って運用 

□ＨＰＣＩ全体に共用計算資源として提供されない計算資源は、これまで通り、計算資

源提供機関のルールで運用管理 

□ＨＰＣＩ全体で共通運用される無償の計算資源を提供する機関に対しては、提供さ

れた資源に見合う予算（例えば利用料金相当額など）を国で措置することが必要 

 

 

 

 

図１ ＨＰＣＩの共通運用と共用計算資源のイメージ 

 

 

③ 具体的な運用案 

□計算資源提供機関からＨＰＣＩ全体に提供される共用計算資源のうち計算機資源

については、当面、「京」と大学の情報基盤センター等が提供する計算機資源を

想定 

大学の情報基盤センター等：利用分野を限定することなく、全国の大学や研究機関などの

研究者等に対して大型計算機資源を提供している機関。具体的には、北大、東北大、東京

大、名古屋大、京都大、大阪大、九州大の情報基盤センター及び東工大学術国際情報セ

ンター、筑波大計算科学研究センターを想定 
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□ＨＰＣＩシステムの運用内容に合意すれば、上記以外の機関からの計算資源提供

も可能 

□将来的には、共同利用機関、附置研究所、独立行政法人等が有する計算資源も

ＨＰＣＩ全体に提供する共用計算資源として運用することが望ましい 

□ネットワークについては、当面はＳＩＮＥＴ４を活用し、将来的にはＳＩＮＥＴ４の整備状

況やＨＰＣＩの利用状況を踏まえ、費用負担等も含めたネットワークの運用管理につ

いて検討 

□ストレージについては、最先端研究基盤事業で措置されたストレージを活用し、将

来的な増設についてはＨＰＣＩの利用状況を踏まえて検討 

※共通運用を行うストレージの利用対象については、引き続きシステム整備検討

ＷＧで検討 

□認証等のシステムについては、平成２３年度に実施するシステムの詳細設計を踏

まえて具体化 

（２）共通運用の仕組み 

① 基本的考え方 

■計算資源提供機関とユーザコミュニティを繋ぐ全国的なワンストップ・サービス的

仕組みを実現 

□共用計算資源は有償による利用も可能 

□利用料については計算資源提供機関毎にそれぞれの事情に応じ設定 

□共通運用に係る共通窓口機能、アカウント管理機能、計算資源利用のコーディ

ネート機能、全国的な情報サービス等の基本的機能を実現するため、その業務

を担う組織を定める（「京」の登録機関を想定） 

□ただし、共通窓口では利用料金の収受業務は行わない 

□将来的には、上記基本機能に加え、計算資源の利用権利用等の機能整備に

より、より利便性の高い利用システムの実現を検討 

② 具体的仕組み（文部科学省の委託によりシステム設計を実施） 

□アカウントの管理 

□ＨＰＣＩ上の「京」及びその他のスパコンのシームレスな利用を実現するＩＤ管理シス

テムを構築 

□共通運用を行う計算資源においてＩＤ連携によるシングルサインオンの機能を提供 

□認証局の設置、運用（ＮＩＩで担当予定） 

□共通運用を行うストレージについて、配分ルール（利用料金の設定等）を策定 
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（３）共通運用資源（無償）についての課題選定 

①ＨＰＣＩにおける課題選定についての基本的な考え方 

□ＨＰＣＩ全体に提供される「京」以外の計算資源についても、効率的・効果的な計

算資源の利用の観点から登録機関において、課題選定を行うことが適当 

□「京」以外のＨＰＣＩ利用課題の選定で当面留意すべき点 

• 大規模・大容量計算に挑戦するユーザを対象に提供 

• 将来的に「京」やそれに続く大規模 HPC の利用につながり得る課題を選定 

• 新しいニーズを掘り起こしイノベーション創出につながる課題をトライアルユー

スとして産業界の利用者に提供 

□「京」の課題選定の仕組みを有効活用するなど工夫が必要 

□実運用段階における利用時間の調整にあたっては、計算資源提供機関のルー

ルで運用管理 

②「京」における課題選定についての基本的な考え方 

□公正な選定プロセス 

□課題の科学的卓越性とプログラムの効率性や社会的意義の高さを重視した課

題選定であること 

□HPCI の構築を主導し、HPCI の運用・利用においてコミュニティを代表する HPCI

コンソーシアムが示す、中立かつ公正な課題選定体系に関する意見(以下「コン

ソーシアムが示す意見」という。)を具体化する選定スキームであること 

□大規模計算機の運用や高度化研究から得られる知見・技術が課題選定に活

かされるような選定スキームであること 

□ピアレビューに基づく審査プロセスであること 

③「京」における課題選定の流れ（イメージ） 

□登録機関が、コンソーシアムが示す意見を踏まえて、課題選定に係る公募等、

審査、決定を行う 

□登録機関は、審査の中立性。公正性を保証するため、選定委員会及び課題審

査委員会を設ける 

□登録機関の設置する選定委員会が、計算利用枠ごとの選定方針の作成等に

ついて意見を述べる 

□また、登録機関の設置する課題審査委員会が、課題の審査・選定を担う 

□選定委員会や課題審査委員会の在り方として、中立性・公正性の保証、産業

利用など特定の利用形態への配慮、ＨＰＣＩコンソーシアムの意向を反映した委

員の規模・構成への配慮が必要 
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4. 事務局 

■必要とする事務機能 

□コンソーシアムの事務 

□ＨＰＣＩシステムの整備・更新 

□ＨＰＣＩシステムの運用と管理（登録機関が実施する部分を除く） 

□コミュニティの意見集約 

□コミュニティの連携促進，成果の社会還元 

□人材育成 

□将来のスーパーコンピューテイングの検討 

■事務担当組織 

□コンソーシアムは発足当初は任意団体であるため、事務機能はそれぞれを担う担

当機関が行うのが一案 

□とりわけ、コンソーシアムの事務担当については、その作り込みも含めた早急な対

応が必要 

□各機関には文部科学省が個別に業務を委託 

 

5. 平成２４年度に予算措置が必要な事項 

□共通運用の共通窓口機能（ＨＰＣＩ利用システムの維持経費など）、課題選定業務

に必要な経費 

□提供される計算資源に対する見合いの経費 

□認証局の運用経費 

□コンソーシアム事務局運用経費 

 ： 

 ： 

※検討の場については要相談 

 

6. 特定電子計算機施設の共用の促進に関する基本的な方針に盛り込むべき事項  

■次世代スーパーコンピュータ「京」の共用について、特定先端大型研究施設の共

用の促進に関する法律（平成六年六月二十九日法律第七十八号）第四条に基づ

き、文部科学大臣がその共用の促進に関する基本的な方針（以下「基本方針」と

いう。）を定めることとされている 

■今後、文部科学省においては同基本方針の改定を予定しているが、この改正に際

しては、平成２２年度予算編成時の４大臣合意の趣旨を踏まえ、利用者側視点に

立ちコンソーシアムがＨＰＣＩの構築を主導していくことを背景とした事項を盛り込む

べきと考える 

■このため、コンソーシアムとして同基本方針に盛り込むべきと考える事項を別添の

通りまとめた 
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7. 今後の検討課題 

□ＨＰＣＩシステムの詳細と構築スケジュール。また、構築に必要な予算 

□ＨＰＣＩシステムの運営に必要な業務と運営の体制。また、この体制を構築するため

に必要な予算 

 －共通窓口機能 

 －計算資源提供に対する経費等 

 －認証局の運用 

 －ＨＰＣＩ事務局の体制と事務局運営経費 

□コンソーシアム構成員のカテゴリーと参加要件等 

□ユーザ意見の集約と反映のためのメカニズム 

□課題選定の具体的方法 

□ＨＰＣＩ利用手続き 

□ユーザ支援  

□ソフトウェアの整備・普及のあり方 

□人材育成 

 －コンソーシアム構成機関が連携した人材育成方策  

 －ＨＰＣＩ上の計算資源を利用した人材育成方策 

 －ＨＰＣ人材の裾野を拡げる取組 等 

□産業利用の促進方策 

□ＨＰＣＩを通じて得られた成果の社会還元方策 
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第２章  ＨＰＣＩシステムのあり方について 

 

ＨＰＣＩシステムの整備にあたり、計算機やストレージ，ネットワーク，ミドルウェア等の具体的な規

模・機能、セキュリティーを含むシステムの利用環境等について、ＨＰＣＩ検討委員会の下に設置し

たシステム整備検討ＷＧにおいて検討を行い、以下のとおり、これまでの検討内容を取りまとめ

た。 

 

１．インフラとして想定される計算資源について 

（１）計算機資源関連 

– 計算資源提供機関から提供される共用計算資源は、当面、「京」と大学の情報基盤

センター等が提供する計算機資源を対象 

大学の情報基盤センター等：利用分野を限定することなく、全国の大学や研究機関などの研

究者等に対して大型計算機資源を提供している機関。具体的には、北大、東北大、東京大、

名古屋大、京都大、大阪大、九州大の情報基盤センター及び東工大学術国際情報センター、

筑波大計算科学研究センターを想定 

– なお、資源提供側に求める参画条件をクリア出来れば「京」や大学の情報基盤センタ

ー以外からの提供も可能 

– 将来的には、共同利用機関、附置研究所、独立行政法人等が有する計算資源もＨ

ＰＣＩ全体に提供する共用計算資源として運用することが望ましい 

（２）ストレージ関連 

• 大容量のデータを格納し、場所を気にせずにアクセスする機能 

– ＨＰＣＩ利用時における大量のデータの格納、コミュニティでのデータの共有、アー

カイブ 

※ＨＰＣＩストレージの利用対象については引き続きシステム整備検討ＷＧで検討 

– 複製やバックアップなどによる高信頼性の保持、継続的な保守とシステム増強  

– 最先端研究基盤事業で整備されるストレージの活用 

– 複数の場所にＨＰＣＩ用に大規模なストレージを整備（性能、規模についてはユー

ザニーズを踏まえシステムＷＧで今後検討） 

– 必要に応じて基盤センターや戦略機関等のストレージの増強をシステムＷＧで今

後検討 

– ストレージの利用のあり方については、今後ＩＤ付与や課題選定方法も視野に入

れつつシステムＷＧで検討 

– ＨＰＣＩの対象として資源提供機関が所有するストレージの扱いをシステムＷＧで

今後検討 
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（３）ネットワーク関連 

• ネットワークの強化  

– 「京」と大学の基盤センター間（及びその他の主要機関）を結ぶ新しいネットワーク

は、ＳＩＮＥＴ４の整備計画が順調に推移する前提で、H24 年 11 月までは、物理

的なシステム強化は不要の見込み。それ以降については将来展望が必要であり、

ＳＩＮＥＴ４の整備状況、ユーザの利用状況を踏まえてシステムＷＧで今後検討 

– 機構＠神戸との間のネットワーク整備（機構において、神戸 DC ないしは大阪 DC

との接続を検討） 

（４）その他 

– アプリケーションソフトウェアなどについても全てのユーザのために提供される計算資

源として、今後、システムＷＧでその扱いを整理 

 

２．必要な利用環境・機能について 

（１）利用環境（セキュリティーを含む）  

• ＩＤ認証（single-sign-on 等）  

– 既存のものを活用することが望ましく、既存のものと HPCI を連携して認証可能な

もの等、ＧＳＩ（Grid Security Infrastructure）に限るなど限定的な認証ではなく、

利用者拡大を意図した様々な形態に対応可能な認証基盤を構築。利用者数は

システム全体の詳細設計で今後検討 

（２）ソフトウェアの整備普及 

• データ処理をするためのクラスタなどのプリ・ポスト処理機能や可視化等のソフトウェア

整備（システム全体の詳細設計で今後検討） 

• 大容量データ転送ソフトウェアの整備（システム全体の詳細設計で今後検討） 

• HPCI システムの各拠点での応用ソフトウェアの有無、バージョン情報などをまとめたポ

ータルの整備 

（提供すべき情報については、産業利用ＷＧなどからの要望を踏まえシステムＷＧで

今後検討） 

– 自主開発ソフトウェアの移植にクリティカルとなる数値演算ライブラリ等のバージョ

ン管理が重要 

– 従来は各大学の基盤センターが独立にライブラリや応用ソフトウェアの整備計画

を立ててきたが、今後は HPCI システム全体で（可能なかぎり）バージョンを揃えて

いくなどの情報交換の場が望まれる 

（３）その他 

• 開発が必要な項目については優先順位をつける（システム全体の詳細設計で今後

検討） 
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３．課題に応える技術 

（１）基本的な技術要件 

• SINET4 インターネット接続サービス(基幹網帯域４０Ｇｂｐｓ)を HPCI 高速ネットワーク基

盤として利用する。いわゆるコモディティトラフィックと相乗りとなるが、柏Ｓ－神戸Ｓ間、

民間からの帯域は当面問題ない 

• HPCI 全体の認証基盤・・・ＧＳＩ準拠 SSO と Shibboleth 認証の連携を基本仕様で検討 

— ＧＳＩ準拠 SSO(Naregi の中で開発した電子証明書を発行する認証局（ＣＡ）と

Globus Tool Kit の Security Infra を合わせたもの）に、必要に応じて open source

である Shibboleth 認証システムを連携させることをシステム全体の詳細設計で検

討 

— ただし、限定的な認証ではなく、様々な形態に対応可能な基盤が必要。ＧＳＩは

HPCI 運用試験が必要 

• 資源提供機関にまたがるデータ共有・・・Gfarm2 (GSI 認証基盤を利用可能）  

• 将来の拡張性（ＧＳＩ認証が出来たとした上で利用者支援・管理者支援機構などが順

次機能追加できること） 

• 分散資源の利用支援（SSO 後の利用形態の多様性を考慮） 

• 分散資源を管理・運用する機能（ID 管理、ファイル管理、ジョブ管理等） 

（２）技術的要件以外の要件  

• HPCI 利用規定（利用資格、課金等）の策定 

→利用条件は限定的とせず、民間企業など誰もが容易に参画出来る柔軟な体制作

りが必要 

• HPCI セキュリティー基準（各資源提供組織の基準と整合）の策定 

→セキュリティポリシーは統一することが望ましい 

• HPCI 運用管理規定（グリッドで言うＧＯＣの運用規定のようなもの）を策定すべき 

• セキュリティポリシーが違う機関間で発生したセキュリティ問題への対応に関する検討

も必要 

• 認証・登録等を実施する機関の検討 

→認証機関については必要な体制・設備を強化したうえでこれまでの実績から NII が

適当、 登録やユーザ管理についてはローカルに実施 

• HPCI 課題選定は組織ごとの計算資源の AUP を考慮した上で行う。認証に加えて

認可も HPCI 認証基盤で設定されることが望ましい 

• SINET や大学の情報基盤センターの民間利用については、NII や各大学においてが利

用しやすい環境作りに取り組んでいくことが必要 

• メタスケジューリング機能は技術開発が進めば将来的に導入を検討する 
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４．ＨＰＣＩシステムの設計 

• ＨＰＣＩシステムの機能については、本ＷＧにおいて検討してきたＨＰＣＩシステムのあり方に

関する内容について、平成２２年度に国からの委託業務として実施した「ＨＰＣＩの基本仕

様に関する調査検討」の場で具体的な検討を実施してきたところ 

• 検討にあたっては、本ＷＧとも連携しつつ実施してきており、ＨＰＣＩシステムのあり方に関す

る内容が的確に反映できていると認識している 

• 今後は、引き続き本ＷＧとの連携により、基本仕様の内容について計算科学技術コミュニ

ティの意見も聴取していくとともに、平成２３年度の業務として、システムの運用試験を含め

たＨＰＣＩシステムの詳細設計を早急に進め、システム全体の機能を構築していく必要があ

る 
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第３章  ＨＰＣＩにおける産業利用促進のあり方について 

 

産業界のＨＰＣの普及促進に向け、ＨＰＣＩシステムや「京」を含めた運用方式に対する要望、産

業利用における様々な課題等について、ＨＰＣＩ検討委員会の下に設置した産業利用促進検討Ｗ

Ｇにおいて検討を行い、以下のとおり、これまでの検討内容を取りまとめた。 

 

１．産業利用促進にあたっての課題  

（１）業種ごと、企業規模ごとに利用促進の課題が異なる 

例：産応協資料による SOS(現状課題の一般的分析) 

→産業界固有の課題は業種・規模ごとに SOS の重みが異なる 

 

→課題ごとにプライオリティーを設定し、具体的な対応策を順次提案、解決していく必

要がある 

（２）利用に必要な情報が的確に利用者に伝わっていない 

→提供側と利用者の間を橋渡しするシステム・体制が無い 

• 利用に関する情報を一元管理提供するシステムの設置 

• 利用コンサルティング・相談窓口の配置 

• ＨＰＣＩとしての営業・広報活動の推進体制構築 

（３）今後 3～5 年で HPC の本格的な時代が到来すると考えられるが、まだ様子見の企業が

多かった 

→産業競争力強化戦略の早期立案と実施 

• 高付加価値製品開発にＨＰＣ利活用を組み込んだ利用形態の実現 

• 今後の「産業競争で勝てる」分野、技術に特化したアプリ、利用技術、人材の創出

策の実施 
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（参考）産応協資料による SOS (現状課題の一般的分析) 

（１）第 1 次ＳＯＳ 

• Ｓ： Ｓｕｐｐｏｒｔ  ： サポート・支援の無さ 

• Ｏ： Ｏｆｆｅｒ  ： 申込時期が固定・手続きの複雑さ 

• Ｓ： Ｓｏｆｔware ： デファクト商用ソフトが利用できない 

（２）第 2 次ＳＯＳ 

• Ｓ： Ｓｅｃｕｒｉｔｙ  ： 情報・データーのセキュリテイー確保難しい 

• Ｏ： Ｏｐｅｎ Ｏｂｌｉｇａｔｉｏｎ ： 成果公開義務 

• Ｓ： Ｓｙｓｔｅｍ  ： solver だけなく Pre-post 込みの system－set 

（３）第３次ＳＯＳ 

• Ｓ： Ｓｅｒｖｉｃｅ  ： 提供者の論理によるサービス精神の無さ 

• Ｏ： Ｏｃｃｕｐｙ  ： 下半期の高稼働・残枠の確保難しい 

• Ｓ： Ｓｅａｍｌｅｓｓ ： シームレスな利用難しい 

 

２．想定される利用者像と目指す姿  
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今後考慮する必要のある産業利用に固有な利用形態 

→運用上の注意点：常時一定利用者は少ない、随時開始・終了を望んでいる 

 

３．産業利用促進の方策  

３－１．産業利用促進のための基本要望項目 

システム整備 WG・システム基本仕様との意見交換後の具体的要望事項 (*印） 

（１）プリポスト 

• データ変換、メッシュ生成、可視化の支援 

（２）データ転送・アクセス 

• セキュアで高速大容量の通信回線の提供 

• データ（ディスク等）の配送サービス 

• (*)ネットワークアクセスの多様性確保（ｓｓｈからＰＫＩ認証まで） 

• (*)商用ネットワークから SINET4 への接続 

（３）アクセスポイント 

• (*)利便性の高い利用拠点の設置（自治体との連携も検討） 

（４）インハウスソフト移植 

• スパコンの性能を発揮するための移植支援 

（５）商用ソフトの利用 

• 商用ソフトの移植支援 

• ソフトベンダーによる ASP 事業を許可 
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（６）ボリュームゾーンへの普及促進 

• (*)資源提供機関からの利用に関する一元的情報提供 

• FOCUS スパコンの実績活用・展開 

• アプリの利用支援、スパコンの利用環境構築支援 

（７）セキュリティー 

• (*)機密性確保のための個別ブースの提供 

（８）課金/成果帰属/公開非公開、知財権など 

• 課金は利用条件に応じて基本的には同一基準で設定 

• 成果・知財は利用者に帰属 

• 成果公開は非常に簡単なフォーマットで成果を公開 

• トライアルユースにより、成果を企業で実感し、有償利用に移行 

• 契約雛形 

• 随時開始可能、予算の持ち越し可能など弾力的な利用条件 

（９）産業利用課題選定の考え方 

• 利用目的 

– ＨＰＣ技術の推進・利用・普及による我が国の産業競争力強化 

想定される分野 ： ①非定形的な先端的設計開発 

②ナノ・ライフ分野のイノベーション 

③資源を持たない研究開発型ベンチャー企業 

④循環型社会、安心安全社会の基盤構築 

• 審査基準及びアドバイス体制整備 

– 自社内では実施し得ない規模ないし品質の課題である事 

– 産業応用の出口戦略が明確な課題である事 

– 産業戦略上の重点分野設定などによる弾力的採択基準も考慮 

（注）分野、アプリ、処理能力、並列化効率等は別基準考慮 

– コンソーシアム参加機関（産業分野）によるアドバイス 

（事前相談＋フォローアップ）、審査メンバー派遣 

→ ＨＰＣＩ産業利用委員会の設置 

３－２．「京」における産業利用促進の方策  

想定される利用者：フロントランナー、中堅企業（ＥＳ２，Ｔ２Ｋ経験者）、裾野拡大のため

新規参入企業も積極的に支援 

利用分類 

（１）戦略分野に参加している企業 

• 戦略プログラム／拠点での共同研究的な利用（１～２年） 

• ソフトの移植、利用アドバイスは拠点で実施可能な企業群 

（２）産業利用枠を利用する企業 

• インハウスソフト、市販ソフトともに移植負荷が大きい 

→ 登録機関やＨＰＣＩの支援が必要 
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• 「京」上で公開されるアプリ（グランドチャレンジ等）を最初から企業が主体で利

用する場合 

→ ソフト開発者（大学等）の協力が必要 

• テストベッド環境の用意 

（３）「京」の産業利用促進の暫定措置案（共用開始後２年間の措置） 

• 早期に「京」の産業利用の成功事例を創出するため、ソフト移植、資源の優先

割り当てなどの可能な限りの優遇措置 

• 採択基準：「京」の成功事例創出になるかどうか 

• 成果公開は事前になにを公開して『成功』事例とするか合意 

• 社会への PR（新聞発表、シンポジウム発表等）は必須 

• 採択課題に対するソフト移植、利用支援員の重点配備 

• 利用料金は無償 

• 産業利用に資する新規アプリケーション開発のための共同研究も対象とする 

• ＨＰＣＩ産業利用委員会による課題選定支援 

３ー３．「京」以外の継続的な産業利用促進の方策 

• 産業促進の基本要望項目の段階的実現 

• コンソーシアム参加機関による資源提供機関と産業ユーザの橋渡しの 

体制構築：HPCI 産業利用委員会設置 

狙い：産業界の視点から HPCI 利用を推進 

ミッション：①産業課題推薦 and/or 選定 

②産業利用方針策定と実施 

③産業界・社会への PR 促進 

要検討事項：登録機関、HPCI 事務局との役割分担 

• 産業利用者向けのソフト移植とテストベッド環境の提供 

• 資源提供機関／戦略拠点における産業利用リエゾンの配置 

• 成功事例創出のための個別支援 

• FOCUS スパコンの利用実績の展開 

 

４ ．残された課題に対する今後の対応案 

• 「３－１．産業利用促進のための基本要望項目」における具体的内容の検討 

– ＊印の項目の検討（～6 月） 

– 課題選定の考え方など、＊印以外の項目の検討（～１２月） 

• 産業ユーザに対する FOCUS ヒヤリング結果まとめ 

＋産応協・バイオグリッドによる新規ヒヤリング（～6 月） 

• 「京」の産業利用の勧誘（～6 月） 

• FOCUS 利用実績を踏まえた HPCI 産業利用促進の追加要望提出（ ～9 月） 
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第４章  ＨＰＣＩにおける課題選定のあり方について 

 

「京」を含めたＨＰＣＩの有効な活用のために、「京」及びＨＰＣＩで実施する課題選定のあり方、登

録機関、計算科学研究機構及びコンソーシアムの役割の明確化等についてＨＰＣＩ検討委員会の

下に設置した課題選定体制ＷＧにおいて検討を行い、以下のとおり、これまでの検討内容を取り

まとめた。 

 

０．はじめに 

① 本 WG では、当面の計算資源の核が「京」であることから「京」の利用を中心に課題選定

のあり方を議論した。特に、共用法下における国、理化学研究所（計算科学研究機構）、

登録機関の役割を整理し、HPCI コンソーシアムのそれらの役割への関与のあり方を主眼

とした。一方で、課題選定においては、「京」を含む国内 HPCI 資源全体を俯瞰し、その能

力・特性を最大限に活かすことが大切である。そこで、資料では「京」に限定した記述部

分が明確になるように配慮した。 

② 今後、「京」以外の計算資源の果たす役割等が明確になっていく中で、本 WG においても

それらの結果を踏まえた更なる検討を行い、「課題選定のあり方」審議に反映させてい

く。 

 

１．基本的な考え方（重要ポイント） 

「京」の運用においては、公募に基づいて選定する一般利用枠とともに、公募によらず重要な

テーマ・課題を選定する戦略利用枠（HPCI 戦略プログラム利用枠や重点化促進枠（国の重要

政策・重要プロジェクトの推進上必要な研究であって、文部科学省、計算科学研究機構等が

提案したものを実施するための利用））を設けて、重要な成果の創出の実現を図る。 

（１） 公正な選定プロセス 

（２） “課題の科学的卓越性とプログラムの効率性”を重視した課題選定であること 

 

※ 重点化促進枠に関しては政策的観点などへの勘案あり  

※ 産業界の利用，若手人材育成に関する基準は別途検討が必要 

→ （例）産業利用にはトライアルユース等を設置 

（３） HPCI の構築を主導し、HPCI の運用・利用においてコミュニティを代表する HPCI コンソー

シアムが示す、中立かつ公正な課題選定体系に関する意見（*）(以下「コンソーシアムが

示す意見」という。)を具体化する選定スキームであること 
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（４） 大規模計算機の運用や高度化研究から得られる知見・技術が課題選定に活かされる

ような選定スキームであること 

（５） ピアレビューに基づく審査プロセスであること 

 

（*）具体的なイメージ（どの項目について定めるか、また、どこまで詳しく方針を定めるかは今

後要検討） 

• 課題選考のプロセスと関係機関（理化学研究所、登録機関、コンソーシアム）の役割

分担 

• 計算資源枠の設定とそれぞれの枠に配分する計算資源量の目安 

• 枠毎の運用方針，課題選定方針（課題選定基準等） 

• 課題選定委員会の人選に関すること（登録機関における人選の考え方（委員構成や

人選の基準のあり方等）、人選に関してコンソーシアムとしてどの ような 協力をする

か、仮にコンソーシアムが推薦することとなる場合の中立・公正性の確保等） 

 

２．「京」を対象とした責任体制 

（１） 共用法及び業務実施計画と課題選定 

• 課題選定の枠組みは、HPCI コンソーシアムが示す意見を尊重した上で、共用法の

基本方針（国が策定）及び業務実施計画（登録機関・機構が策定し、国が承認）に

おいて明確化 

（２） 機構と登録機関の役割分担 

設置者たる機構と利用者選定を行う登録機関の役割分担の明確化 

① 機構の責任：計算利用枠（計算資源量の配分等としての枠）の設定、実運用段階

における利用時間の最適な調整と改善方策等の提案・実施 

→配分する計算資源量は運用状況にも配慮し、弾力的に設定 

→実運用段階における利用時間の調整にあたっては、中立・公正な決定スキ

ームが必要 

② 登録機関の責任：枠ごとの選定方針の決定及び課題選定の実施 

→アプリケーションの計算実効性能確保のため、課題選定には機構の有する施

設運転や高度化研究から得られる知見・技術の活用が必要 

（３） HPCI コンソーシアムの関与 

コンソーシアムの役割は計算資源提供機関及びそれらのユーザを代表して、中立かつ

公正な課題選定体系に関する意見を示すこと 

 →枠の設定及び利用時間の最適調整は、コンソーシアムが示す意見を尊重した上で、

機構が決定 

→登録機関に設置される選定委員会の構成員は、コンソーシアムが示す意見を尊

重した上で、登録機関が決定 

※ HPCI における計算資源提供機関の役割については、今後の議論 
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３．「京」における課題選考の流れ 

 
 

（３．参考） 枠毎の課題選定 
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４．選定委員会と課題審査委員会の構成 

 

 

（４．参考） 登録機関における課題審査体制 
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５．HPCI に提供される「京」以外の計算資源について 

（１） 計算資源 

HPCI 全体に提供される「京」以外の計算資源については、登録機関において、募

集・受付・審査・決定を行うことが適当 

【理由】 

① 「京」と一体的に運用を行うことが望ましい 

② 窓口の一本化により、利用者の利便性の向上に資する 

（２） 当面の「京」以外の利用者 

① （Ａ）大規模・大容量計算に挑戦するユーザを対象に提供 

（Ｂ）将来的に「京」やそれに続く大規模 HPCI の利用につながり得る課題を選定 

② 新しいニーズを掘り起こしイノベーション創出につながる課題をトライアルユース

として産業界の利用者に提供。有償利用のあり方については要議論 

（３） 基本方針 

① 無償利用が基本だが、有償も含め多様な利用者を想定した対応準備が必要 

② 課題審査は本資料の考え方に基づいて実施 

③ ユーザへの支援は各計算資源提供機関において実施 

④ コンソーシアム及び各計算資源提供機関の意見を尊重 

 

６．その他検討課題 

（１） 利益相反への配慮 

• 利益相反に該当する構成員は、当該課題の採択、決定には参加しない等の方針

が必要（課題に対する意見の可否を含む） 

（２） 登録機関の事務業務体制（システムの基本仕様の検討状況も参照） 

（３） 登録機関における国からの予算の執行管理 

• 「京」の共用事務に充てる国の予算（国の利用促進交付金）と、「京」以外の資源

の共用の予算との区分け 

① 審査担当者 

② 公募受付（web・審査等） 

 

７．主要な検討事項 

（１） 中立かつ公正な課題選定体系に関する意見についての合意形成 

（２） 重点化促進枠の課題提案に係る制度設計のあり方（特に、機動的な意思決定の

仕組みづくりに配慮） 

（３） 有償利用など成果非公開を要求する利用課題の報告書の公開方法 

（４） 選定基準の具体的イメージ 

（５） ＨＰＣＩ運営事務体制のつくり方 

  ： 

： 



 27 

第５章  「京」における利用支援について 

 

「京」における利用支援については、「京」がこれまでに例のない大規模なシステムであることか

ら、施設設置者である理化学研究所における技術的知見の提供が必要不可欠であり、このため、

理化学研究所と登録機関が緊密な連携・協力を行いながら実施されることが必要である。ＨＰＣＩ

検討委員会においては、「京」の利用支援業務のあり方とその具体について検討を行い、以下の

とおり取りまとめた。なお、以下の内容を踏まえれば、特定先端大型研究施設の共用の促進に関

する法律で求める利用支援業務を担当する者の人数は、少なくとも以下が必要と考える。 

 

 ○研究実施相談者   １４人 

 ○ネットワーク管理者   １人 

 ○情報処理安全管理者 １人 

 

 

１．議論の前提 

（１） 共用法に基づく利用支援業務の在り方について検討・整理を行った 

（２） その際、「京」以外の計算資源も「京」とともにＨＰＣＩのシステムを構築することとなる

ため、ユーザの利便性に配慮して検討が必要。全体システムの在り方については

（１）の法定業務に加えていかなるサービスを提供するかについてＨＰＣＩコンソーシア

ムにおいて検討が必要である 

 

２．利用支援業務の基本的な考え方 

【基本的な考え方】 

（１） 「京」は、これまでに例のない極めて大規模なシステムである。大規模システムを目

指した最適利用のためのアプリケーションの高並列化・高性能化はユーザの責任で

ある事が原則であるが、作業の難しさを鑑み利用者支援が必要である 

（２） 利用者支援は、公平性・公正性を基本とした、ユーザニーズに沿った利用者が利

用しやすいサービスを提供する必要があるが、以下の点を前提とする  

① 「京」のユーザは、大規模スパコンの利用において、一定の経験・実績を有す

る者であること（原則） 

② 「京」における利用者支援においては、「京」を運用し、障害情報や緊急時の

対応等の技術的情報・ノウハウ等を機構（設置者）が保持しているため、機

構との連携・機構の支援が必須である 

【利用支援として必要な要件】 

（１） 基本的な考え方を踏まえ、利用支援として必要な要件として以下が挙げられる 

① 利用支援業務の一元的な窓口機能を持たせること 

② 各種の情報提供及び利用相談を行うこと 
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③ アプリケーションの調整・高度化を支援すること 

④ その他の利用支援業務（課題申請前の技術相談、講習会業務） 

（２） 登録機関が行う利用者支援 

「京」の運用等を行い、深い技術や知見を有する機構の意見を十分に尊重し、

密接な連携協力の下で利用者にとって最適な形で行われることが必要 

 

３．サービスの一元的な窓口機能について 

（１） 各種の情報提供及び利用相談やアプリケーションの調整・高度化の支援等につい

て、一元的な窓口機能が存在することは、利用者にとって極めて重要である 

（２） 一元的な窓口機能についての考え方 

• 登録機関に一元的な窓口機能を置く 

• HPCI に提供される「京」以外の計算資源についても、一元的な相談窓口の実

現のため、登録機関に一元的な窓口機能を置く。ただし、「京」以外の計算資

源の利用支援については、各資源提供機関において実施 

• 窓口機能においても、登録機関は機構との密接な連携協力を行うことが必要 

 

４．利用支援の主要サービスについて 
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（１） 各種の情報提供及び利用相談サービス 

① 利用者が実施する作業と利用支援の関係 

 

 

② 利用者への情報提供・利用相談・支援の具体的内容 
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③ 利用者への情報提供・利用相談・利用支援の方法 

 
 

④ 利用相談・支援における登録機関と機構の整理 

(ア) 相談窓口業務 

• 技術相談・トラブルに関する相談については、一元的な相談窓口とし

て登録機関が対応 

(イ) 技術相談対応 

• 技術相談に関して、スパコン利用に関する標準的・一般的内容の相

談については、登録機関が対応 

• 登録機関の対応を超える高度かつ特殊な内容の相談については、機

構が対応 

(ウ) トラブル対応 

• トラブルが発生した際、登録機関がアプリケーションとコンパイラ・ハード

ウェア等のシステムとの問題の切り分けを実施 

• 登録機関が切り分けた問題の中で、コンパイラ・ハードウェア等のシス

テムとのトラブルについては、「京」のシステムにおける技術的情報・ノ

ウハウ等を有する機構が対応 
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（２）アプリケーションの調整・高度化支援 

① アプリケーションの調整・高度化支援の詳細(1) 

 

 

② アプリケーションの調整・高度化支援の詳細(2) 
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③ アプリケーション調整・高度化支援における登録機関と機構の役割分担の考

え方 

 

 

５．その他の利用支援業務について 

（１） その他の利用支援業務 

① 課題申請前の技術的相談  

• 「京」の適合性（実行性能や計算手法等）に関する技術的な相談について、

登録機関が対応 

• 課題審査に影響し得る内容・意義に関わる助言はしない 

② 講習会業務 

• 講習会の企画は、機構やＨＰＣＩからの資源提供機関等と連携して登録機関

が行う 

• 企画した講習会の実施は、内容や規模に応じて各々の機関で行う 

（２） 可視化に関する支援等の扱い 

• 可視化に関する支援やデータ処理に関する支援については、個々のアプリケー

ション特有の知見や技術が必要なため、ユーザ自らやコミュニティーで実施すべ

きものであり、登録機関が実施するには限界がある 

• 可視化手法は、共通のサービスとしての手法が確立されておらず、研究要素が

多く存在する 

• 可視化手法に関する研究が進展し、共通的な可視化技術が確立された後に登

録機関の利用支援業務として検討することが妥当である 

（３）留意事項 

• 他機関と協力した幅広い支援体制の構築 

「京」以外の計算資源提供機関は、各機関における支援体制の一層の充実が必

要 
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登録機関や機構への出向等により、経験を積み、各機関において支援が行える

ようにする等、他機関との協力した幅広い支援体制の構築について要検討 

• アプリケーションのメンテナンス 

アプリケーションの中身を熟知している開発者しかメンテナンスを行うことができな

いため、開発者が責任をもって実施する 

• データの保管 

「京」で計算するにあたって必要となるデータについては、その必要となる期間内

のみ保管する 

• 産業利用の支援 

産業界への支援については、科学的卓越性に限定されない産業界特有の支援

が必要なため、「京」の利用者支援として共同研究等のコーディネート等の支援

体制の構築が必要 

 

６．登録機関が行う利用支援業務に必要な人員について 

（１）アプリケーションの調整・高度化支援  

• 支援が必要な課題数：年間１２課題と想定 

• チーム数：４チームを想定（１チーム１年あたり３課題を処理）  

• チーム員数：３名を想定（高度化支援員 1 名、技術支援員 2 名） 

※高度化支援員がチームヘッドを行う 

⇒上記課題数の想定については地球シミュレータの事例等を参考に検討した 

— 地球シミュレータ(ES1)の平成 14 年度から 20 年度の地球科学・計算科学・

先端科学の課題数の平均は 40 課題 

— 「京」における課題数についても同規模であり、その内アプリケーションの調

整・高度化支援が必要で、高並列かつ高性能が見込める課題は 3 割程度と

想定 

— なお、地球シミュレータの事例においては、ES1 の全プロセッサ数の 10％

（512 プロセッサ）以上を利用しかつ ES1 のピーク性能４０テラフロップスの１

０％の性能である４テラフロップス以上を達成している課題数が 12 課題であ

り、地球シミュレータにおいても高並列かつ高性能な課題は 3 割程度であっ

た（ES1 の状況が落ち着いた２年目である平成１５年のデータをもとに試算） 

— 「京」においては、概ねピーク性能の１０％となる１ペタフロップス以上の性能

を目指したアプリケーションの調整・高度化支援を行うことになることが考えら

れる 

※「京」の利用が進むことで利用支援についてその実情も踏まえ、数年後を目途

に省令上の人員の見直しについて検討することが必要 
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（２）利用者への情報提供・利用相談及び利用支援 

• 技術相談窓口：２名 

 ⇒ 問題の切り分けが出来るスキルが必要 

• 技術相談窓口以外の相談対応は(１)の人員で兼任 

（３）課題申請前の情報提供・技術相談等に関する業務 

• (１)の人員で兼任 

（４）講習会業務 

• 企画のための人員→事務に必要な人員に含める 

（５）その他利用支援業務に必要な人員 

• ネットワーク管理者 1 名及び情報処理安全管理者 1 名 

※（１）～（５）は登録機関としての必要最低限の人員である。ユーザーの利便性を

高め、業務を的確かつ円滑に実施でき、「京」を最大限活用できる体制を整え

るためには、上記に加え、産業利用におけるコーディネート要員・技術支援要員

及び事務に必要な人員（通常事務及び HPCI を含む共通 ID の管理等）などを配

置（必要に応じて外部委託等を活用）し、登録機関における適切な業務推進体

制を構築する必要がある。 

※課題選定業務の人員は別途見積もる 

チーム構成：以下よりチームを構成する 

• 高度化支援員（チームヘッド）：1 名（手法検討・分析を実施） 

• 技術支援員：2 名 

• チームヘッドに流体系、構造系、量子系、離散(粒子)系等の専門知識を持つ高

度化支援員を置くほか、技術支援員をバランスよく配置して、この４チームで幅

広く対応できるような工夫が必要 
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別添資料 

 

文部科学省が定める特定高速電子計算機施設に係る基本方針の改定にあたり 

盛り込むべき観点について 

 

ＨＰＣＩコンソーシアム 

 

 次世代スーパーコンピュータ「京」の共用について、特定先端大型研究施設の共用の促進に関

する法律（平成六年六月二十九日法律第七十八号）第四条に基づき、文部科学大臣がその共

用の促進に関する基本的な方針（以下、「基本方針」という。）を定めることとされている。 

ＨＰＣＩコンソーシアムとしては、今後予定されている基本方針の改定にあたり、以下の趣旨を盛

り込むべきと考える。 

 

【計算科学技術振興の意義等】 

○ 国際競争力の飛躍的な向上につながる研究成果を世界に先んじて創出する等のため、計算

科学技術を積極的に振興すること。 

 

○ コンソーシアムは、我が国の計算科学技術振興の中心となり、世界最高水準の成果創出と成

果の社会還元を推進し、これを将来にわたり支える基盤としてのＨＰＣＩの整備を主導する役割

を担うこと。 

 

○ ＨＰＣＩの中核としての次世代スーパーコンピュータ「京」の開発・整備が着実に進められ、「京」

の性能を最大限効果的に活かせる形で、また、ユーザの利便性にも配慮して、その共用が開

始されるべきこと。この中で、「京」の共用により重点的・戦略的な利用を進め、社会が期待す

る画期的な成果を創出することが必要であること。 

 

【共用の促進に関する基本的な方向について】 

○ 特定高速電子計算機施設が、ＨＰＣＩの中核として、我が国の科学技術の振興や国際競争力

の向上に寄与していくためには、研究者等にとって魅力のある施設となり、多くの研究者等によ

り積極的に活用され、優れた研究成果を世界に向けて発信できる拠点となることが必要であ

る。そのために、理化学研究所計算科学研究機構がＨＰＣＩコンソーシアム及び登録機関と一

体となって大きな役割を果たすことが重要であること。 

 

○ 利用者の意見に十分配慮した特定高速電子計算機施設の整備及び性能向上の推進や、公

正な利用者選定による利用機会の提供等、利用者本位の考え方を基本とした施設の整備

及び運営を行うこと。その際、本施設の共用の促進については、平成２２年度予算編成時の４

大臣合意に基づき進められている、利用者視点に立ったコンソーシアム主導によるＨＰＣＩ構築
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の趣旨に適合するものでなければならない。 

 

○ 特定高速電子計算機施設の性能を最大限効果的に活用することにより、共用開始後いち早

く、重点的・戦略的な利用を進め、社会が期待する画期的な成果を創出することも求められ

ていることに留意すること。 

 

○ 特定高速電子計算機施設を利用した計算科学の高度化を不断に図るとともに、人材の育成

に努めること。今後、理化学研究所計算科学研究機構が中核的な役割を果たし、ＨＰＣＩコン

ソーシアム及び登録機関などの関係機関の協力を得て、優れた研究成果を世界に向けて発

信できるスーパーコンピューティング研究教育拠点の形成に取り組むこと。 

 

○ 登録機関制度は、平成２２年度予算編成時の４大臣合意に基づき進められている、利用者

側視点に立ったコンソーシアム主導によるＨＰＣＩの構築の趣旨に適合するよう、機能しなけれ

ばならない。また、登録機関の行う利用促進業務は、「特定大型研究施設の共用の促進に関

する法律」の趣旨やＨＰＣＩ構築の趣旨が最大限実現できるよう、理化学研究所との間で、緊

密かつ一体的な連携が必要である。このため、ＨＰＣＩコンソーシアム、理化学研究所、登録機

関が三位一体となった連携・協力関係を構築することが必要であり、登録機関は、ＨＰＣＩコン

ソーシアムの枠組みの下、コンソーシアム構成機関との連携・協力を得て、業務実施を行うこ

とが望ましい。 

 

【施設利用研究について】 

○ 特定高速電子計算機施設の共用に当たっては、産業界を含め、多様な分野の研究者等に

対して、透明かつ公正な手続きにより利用機会が提供されなければならない。その上で、特

定高速電子計算機施設の性能を最大限効果的に活用する方法により、共用開始後いち早く、

重点的・戦略的な利用を進め、社会が期待する画期的な成果を創出することが必要。このた

め、施設利用研究に対する計算資源の提供については、一般利用枠（公募に基づく一般利

用）とともに、戦略利用枠（ＨＰＣＩ戦略プログラムその他国の重要政策・重要プロジェクトの推進

上必要な研究であって、文部科学省、理化学研究所計算科学研究機構等が提案したものを

実施するために、一般枠とは別に、公募を行わない特別利用枠）を設けることを提案する。 

 

【利用者選定について】 

○ 利用者選定については、科学技術基本計画等国の方針を踏まえ、国際競争力の強化に配

慮しつつ、施設利用研究の科学技術への貢献度や発展性、社会経済への寄与や、社会通

念に照らした妥当性等に配慮した適切な基準に従って実施する必要がある。さらには、選定

結果を公表するなど、透明かつ公正な選定を行う必要がある 

 

○利用者選定については、具体的には以下のように行うことが望ましい 

 登録機関が実施責任を有する施設利用研究を行う者の選定については、登録機関に
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設ける課題審査委員会の審査等に基づき、行う。これに関連する業務を、登録機関にＨ

ＰＣＩコンソーシアムの枠組みの下、中立公正な立場から利用者選定に関する業務を担う

部門を置いて実施する。同部門に、共用法の定める専任の管理者を置く。 

 選定委員会及び課題審査委員会の委員の選任や課題審査の方法及び基準等につい

ては、共用法法令における定め及びＨＰＣＩコンソーシアムの枠組みの下でのコンソーシア

ム構成機関の合意形成による決定に基づくものとすること 

 理化学研究所が特定高速電子計算機の運転や高度化研究から得る知見・技術を基に、

特定高速電子計算機の性能が最大限生かされるようにすることが重要であること。 

 

【利用支援について】 

○ 多様な分野の研究者等が円滑に特定高速電子計算機施設を利用でき、また、研究者等の

より適切な先端的・革新的なニーズにも対応できるよう、適切な支援が必要である。このため、

登録機関においては、利用支援業務を実施する際には、ＨＰＣＩコンソーシアムの協力を得るこ

とが必要である。また、、理化学研究所が特定高速電子計算機施設の設置、開発、整備、運

転、高度化研究を通じて獲得、蓄積する知見や技術が、登録機関の行う利用支援業務に確

実に活かされることにより、より高度な利用支援が常に行われるように、理化学研究所の意見

を踏まえて、施設利用研究に係る相談への対応や研究内容に応じた情報の提供等を適切に

行うことが必要である。 

 

○利用者支援については、具体的には以下のように行うことが望ましい 

 利用支援業務の実施は、利用支援業務事務局（仮称。ＨＰＣＩコンソーシアムの枠組みの

下、利用支援業務を行う部門）を、登録機関に設けて行う。共用法が求める登録機関に

置く「研究実施相談者」「ネットワーク管理者」「情報処理安全管理者」は、利用支援業務

事務局に置く 

 登録機関は、ＨＰＣＩコンソーシアム構成機関のうち、利用支援業務に協力できる能力を

有する機関の協力を得て、業務を行う。 

 

【特定高速電子計算機施設の整備について】 

○ 理化学研究所においては、特定高速電子計算機施設の整備に当たって、機器性能の高度

化を含め、利用者のニーズが適切に反映されるとともに、施設が効果的に活用されることが重

要である。また、本施設は、利用者側視点に立ったコンソーシアム主導によるＨＰＣＩの中核とし

ての役割が期待されている。このため、理化学研究所においては、ＨＰＣＩコンソーシアムと適切

な連携を図って、幅広い分野の研究者等の意見や国内外の研究の動向等を適切に把握し

つつ、計画的に整備を進めることが必要である。 

 

【その他】 

○ ＨＰＣＩにおける中核的な役割を担う本施設は、ＨＰＣＩコンソーシアムの枠組みの下で、大学・研

究機関等のスーパーコンピュータを始めとする計算環境との適切な役割分担及び有機的な
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連携の下に、計算科学技術に係るＨＰＣＩの整備が図られることが必要。また、登録機関にお

いても、このＨＰＣＩの整備・運用に積極的に関与し、本施設を中核としたＨＰＣＩの構築と活用に

貢献することが必要である。同時に、大学の基盤センターや地球シミュレータ等のスーパーコ

ンピュータの施設運用の経験、計算科学や計算機科学に関する研究開発・技術面における

高度な知見や経験を有するコンソーシアム構成機関との積極的な連携を図り、本施設の円

滑かつ有効な整備・運営等に活かしていくことが重要である。 

 

以上 
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参考資料１ 

 

ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム運営規程 

 

（名称） 

第１条 本会は、ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム、略称を「ＨＰＣＩＰＣ」と称する。 

 

（目的） 

第２条 本会は、我が国の計算科学技術振興の中心となり、世界最高水準の成果創出と成果の

社会還元を推進するため、次世代スーパーコンピュータを中心として、次世代スーパーコンピュ

ータと国内の計算資源を連携して利用するための革新的ハイパフォーマンス・コンピューティン

グ・インフラ（ＨＰＣＩ）の構築と、この構築を主導するコンソーシアムの形成に向けて、平成２４年

を目途に必要な検討と準備を行うことを目的とする。 

 

（活動） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

（１） ＨＰＣＩの構築に係る事項の検討及び具体案の策定 

（２） コンソーシアムの形成に係る事項の検討及び具体案の策定 

（３） その他、目的達成に必要な事項の検討及び決定 

 

（会員） 

第４条 本会の会員は、文部科学省が実施したＨＰＣＩの構築を主導する準備段階におけるコンソ

ーシアムの構成機関の公募に申請して決定された機関とする。 

２ 会員は、本会の目的及び活動に賛同し、本規程を遵守しなければならない。 

３ 会員を追加する場合は、ＨＰＣＩ検討総会の確認を得なければならない。 

４ 会員は、代表者の者（以下「会員代表者」という。）及びその代理者の者（以下「会員代理者」

という。）を定め、本会事務局に届け出なければならない｡ 

５ 会員が本会を退会しようとするときは、事前に、理由を付した書面を本会事務局に提出しなけ

ればならない。 

 

（会議） 

第５条 本会に、第３条に定める活動を行うため、会員代表者を構成員とするＨＰＣＩ検討総会（以

下「総会」という。）及び総会の議論を効率的に行うための会議として、我が国の計算科学技術

振興の観点に立ち、所属機関を越えて全体的な立場から検討を行い得る有識者を構成員と

するＨＰＣＩ検討委員会（以下「委員会」という。）を設ける。 

２ 委員会の構成員は、総会において選任する。 
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（総会） 

第６条 総会は、本会の活動に関する事項について検討、決定する。 

２ 総会の構成員は、本会の目的及び活動に賛同し、本規程を理解しなければならない。 

３ 総会に代表１名及び副代表２名を置き、総会において構成員の互選により定める。 

４ 代表は総会を招集し、議事を整理する。 

５ 副代表は、代表を補佐し、代表が職務を遂行できない場合はその職務を代行する。 

６ 総会は、構成員の過半数の参加がなければ開会することができない。 

７ 総会の決定事項は、総会に参加している構成員の合議により定める。ただし、総会に参加して

いる構成員の四分の三以上の要求がある場合には、多数決をもって決し、可否同数のときは、

代表の決するところとすることができる。 

８ 会員は、決定事項の検討の際、会員代理者又は会員代理者に代わる者を構成員として参加

させることができる。この場合、会員代表者は当該者を事前に本会事務局に届け出なければ

ならない。 

９ 総会は、代表が非公開とすることを必要と認めた事案を除き、公開する。 

１０ 総会の議事要旨については、第９項の規定により代表が会議を非公開とすることを必要と認

めた場合であっても、公開する。 

１１ 代表が必要と認めたときは、総会に構成員以外の者の出席を求め、説明または意見を聴く

ことができる。 

１２ 構成員及び事務局以外の参加者については、前項に基づき、代表が指名する。 

 

（委員会） 

第７条 委員会は、総会が定めた事項に関して調査、検討を行い、結果を総会に報告する。 

２ 委員会の運営については別途規程を委員会において定める。 

 

（事務局） 

第８条 本会に、事務を処理するため事務局を置く。 

２ 事務局は、文部科学省が別途選定する者が実施する。 

３ 事務に必要な経費は文部科学省の委託費をもって充てる。 

 

（規程の改廃） 

第９条 この規程は、総会の議決をもって変更することができる。 

 

（会の解散） 

第１０条 本会は、総会の議決をもって解散することができる。 

 

附則 

１ 本規程は、平成２２年１０月８日から施行する。 
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参考資料２ 

 

HPCI 準備段階コンソーシアム構成機関リスト 

○ユーザコミュニティ機関（13 機関） 

独立行政法人 理化学研究所 

計算物質科学イニシアティブ（代表機関：国立大学法人 東京大学 物性研究所） 

独立行政法人 海洋研究開発機構 

国立大学法人 東京大学 生産技術研究所 

計算基礎科学連携拠点（代表機関：国立大学法人 筑波大学 計算科学研究センター） 

スーパーコンピューティング技術産業応用協議会 

財団法人 計算科学振興財団 

特定非営利活動法人 バイオグリッドセンター関西 

独立行政法人 宇宙航空研究開発機構 

独立行政法人 日本原子力研究開発機構 システム計算科学センター 

大学共同利用機関法人 自然科学研究機構 核融合科学研究所 

国立大学法人 名古屋大学 太陽地球環境研究所 

国立大学法人 神戸大学 

○計算資源提供機関（25 機関） 

国立大学法人 北海道大学 情報基盤センター 

国立大学法人 東北大学 サイバーサイエンスセンター 

国立大学法人 東京大学 情報基盤センター 

国立大学法人 名古屋大学 情報基盤センター 

国立大学法人 京都大学 学術情報メディアセンター 

国立大学法人 大阪大学 サイバーメディアセンター 

国立大学法人 九州大学 情報基盤研究開発センター 

国立大学法人 筑波大学 計算科学研究センター 

国立大学法人 東京工業大学 学術国際情報センター 

国立大学法人 東北大学 金属材料研究所 

国立大学法人 東京大学 物性研究所 

国立大学法人 京都大学 基礎物理学研究所 

国立大学法人 大阪大学 核物理研究センター 

大学共同利用機関法人 高エネルギー加速器研究機構 共通基盤研究施設 計算科学センター 

大学共同利用機関法人 自然科学研究機構 国立天文台 

大学共同利用機関法人 自然科学研究機構 分子科学研究所 計算科学研究センター 

大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 統計数理研究所 

独立行政法人 宇宙航空研究開発機構 情報・計算工学センター 
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独立行政法人 海洋研究開発機構 地球シミュレータセンター 

独立行政法人 産業技術総合研究所 情報技術研究部門 

独立行政法人 日本原子力研究開発機構 システム計算科学センター 

独立行政法人 理化学研究所 情報基盤センター 

独立行政法人 理化学研究所 計算科学研究機構 

大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 国立情報学研究所 

財団法人 高度情報科学技術研究機構 

(平成 22 年 10 月 8 日現在) 
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参考資料３ 

 

HPCI 検討総会構成員リスト 

 

構成機関                        代表者 

独立行政法人理化学研究所 柳田 敏雄 計算生命科学研究センター設立準備室 設立準備室長 

計算物質科学イニシアティブ 常行 真司 東京大学物性研究所 教授 

独立行政法人海洋研究開発機構 今脇 資郎 理事 

国立大学法人東京大学生産技術研究所 加藤 千幸 革新的シミュレーション研究センター 教授、センター長 

計算基礎科学連携拠点 青木 慎也 筑波大学計算科学研究センター 教授 

スーパーコンピューティング技術産業応用協議会 高田 章 運営小委員会 委員長 

財団法人計算科学振興財団 福田 正大 ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

特定非営利活動法人バイオグリッドセンター関西 下條 真司 理事長 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 藤井 孝藏 宇宙科学研究所 教授、副所長 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 中島 憲宏 システム科学研究センター 次長 

大学共同利用機関法人自然科学研究機構  
核融合科学研究所 

堀内 利得 ヘリカル研究部 教授、数値実験研究総主幹 

国立大学法人名古屋大学 
太陽地球環境研究所 

荻野 竜樹 太陽地球環境研究所 教授、副所長 

国立大学法人神戸大学 賀谷 信幸 システム情報学研究科計算科学専攻 教授 

国立大学法人北海道大学 
情報基盤センター 

山本 強 情報基盤センター 教授、センター長 

国立大学法人東北大学 
サイバーサイエンスセンター 

小林 広明 サイバーサイエンスセンター 教授、センター長 

国立大学法人東京大学 
情報基盤センター 

石川 裕 情報基盤センター 教授、センター長 

国立大学法人名古屋大学 
情報基盤センター 

阿草 清滋 情報基盤センター センター長 

国立大学法人京都大学 
学術情報メディアセンター 
 

中島 浩 学術情報メディアセンター 教授、センター長 

国立大学法人大阪大学 
サイバーメディアセンター 

竹村 治雄 サイバーメディアセンター 教授、センター長 

国立大学法人九州大学 
情報基盤研究開発センター 

青柳 睦 情報基盤研究開発センター 教授、センター長 
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国立大学法人筑波大学 
計算科学研究センター 

佐藤 三久 計算科学研究センター 教授、センター長 

国立大学法人東京工業大学 
学術国際情報センター 

渡辺 治 学術国際情報センター 教授、センター長 

国立大学法人東北大学 
金属材料研究所 

新家 光雄  

国立大学法人東京大学 
物性研究所 

家 泰弘 物性研究所 教授、所長 

国立大学法人京都大学 
基礎物理学研究所 

柴田 大 基礎物理学研究所 教授 

国立大学法人大阪大学 
核物理研究センター 

保坂 淳 核物理学研究センター 准教授 

大学共同利用機関法人 

高エネルギー加速器研究機構 

共通基盤研究施設計算科学センター 

野崎 光昭 計算科学センター 教授、センター長 

大学共同利用機関法人自然科学研究機構 

国立天文台 
牧野淳一郎 

理論研究部/天文シミュレーションプロジェクト  
教授、プロジェクト長 

大学共同利用機関法人自然科学研究機構 

分子科学研究所計算科学研究センター 
平田 文男 理論・計算分子科学領域 教授 

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 
統計数理研究所 

中野 純司 データ科学研究系 教授 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 

情報・計算工学センター 
嶋 英志 情報・計算工学センター センター長 

独立行政法人海洋研究開発機構 

地球シミュレータセンター 
渡邉 國彦 地球シミュレーターセンター センター長 

独立行政法人産業技術総合研究所 

情報技術研究部門 
関口 智嗣 情報技術研究部門 研究部門長 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 
システム計算科学センター 

谷 正之 システム計算科学センター 次長 

独立行政法人理化学研究所 

情報基盤センター 
姫野龍太郎 情報基盤センター センター長 

独立行政法人理化学研究所 

計算科学研究機構 
平尾 公彦 計算科学研究機構 機構長 

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 

国立情報学研究所 
安達 淳 学術基盤推進部 学術基盤推進部長 

財団法人高度情報科学技術研究機構 中村 壽 理事 

 

計：38 名 

(平成 22 年 10 月 8 日現在) 

 



 45 

 

参考資料４ 

 

ＨＰＣＩ検討委員会運営規程 

 

（目的） 

第１条 本規程は、ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム運営規程（平成２２年１０月８日施行）第７条第

２項の別途規程で定めるＨＰＣＩ検討委員会（以下「委員会」という。）の運営を定めることを目的

とする。 

 

（任務） 

第２条 委員会は、ＨＰＣＩ検討総会（以下「総会」という。）の議論を効率的に行うため、総会が定

めた事項に関して調査、検討を行い、結果を総会に報告する。 

 

（組織） 

第３条 委員会は、我が国の計算科学技術振興の観点に立ち、所属機関を越えて全体的な立

場から検討を行い得る有識者をもって組織する。 

２ 委員は、総会において選任する。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期はＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム解散時までとする。 

２ 事故等により委員に欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は委員会における調査，検討並びに事務を掌理する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する副委員長がその職務を行う。 

４ 委員長は、委員会における調査，検討の経過および結果を、総会に報告するものとする。 

 

（委員以外の者の出席） 

第６条 委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を委員会に出席させることができる。 

 

（ワーキンググループ） 

第７条 委員会は、任務の円滑な遂行を図るために、具体的事項について調査、検討するワーキ

ンググループを置くことができる。 

 

（開催） 

第８条 委員会は、委員長が召集し、その議長となる。 
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２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ開会することができない。 

３ 委員会の決定事項は、委員会に参加している委員の合議により定める。ただし、委員会に参

加している委員の四分の三以上の要求がある場合には、多数決をもって決し、可否同数のとき

は、委員長の決するところとすることができる。 

４ 委員会は、委員による率直かつ自由な意見交換を確保するため、原則として非公開とする。 

５ 委員会の議事要旨については、ホームページ等を通じて公表する。 

６ 委員会の参加者における配布資料の取り扱いについては、原則本委員会のみでの使用に限

る。その他の用途に使用する場合は本委員会に諮るものとする。 

  また、委員会の配布資料の開示についての取り扱いについては、行政機関の保有する情報の

公開に関する法律（平成１１年５月１４日法律４２号）の定めるところによる。 

７ 委員及び事務局以外の参加者については、第６条に基づき、委員長が指名する。 

 

（事務） 

第９条 委員会の事務は、ＨＰＣＩ準備段階コンソーシアム運営規程第８条に規定する事務局にお

いて処理する。 

 

（規程の改廃） 

第１０条 この規程は、委員会の議決をもって変更することができる。 

 

（雑則） 

第１１条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会において、

別に定める。 

 

附 則 

１ 本規程は、平成２２年１１月２日から施行する。 
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参考資料５ 

 

HPCI 検討委員会構成員リスト 

 

 

 

 秋山   泰 （東京工業大学大学院情報理工学研究科計算工学専攻教授） 

 

委員長 宇川   彰 （筑波大学副学長） 

 

 加藤 千幸 （東京大学生産技術研究所教授） 

 

 小林 広明 （東北大学サイバーサイエンスセンター長） 

 

 関口 智嗣 （産業技術総合研究所情報技術研究部門長） 

 

副委員長 高田   章 （スーパーコンピューティング技術産業応用協議会運営小委員会委員長） 

 

 常行 真司 （東京大学物性研究所教授） 

 

 中島   浩 （京都大学学術情報メディアセンター長） 

 

 平尾 公彦 （理化学研究所計算科学研究機構長） 

 

 藤井 孝藏 （宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所教授） 

 

副委員長 米澤 明憲 （東京大学大学院情報理工学研究科教授） 

 

 渡邉 國彦 （海洋研究開発機構地球シミュレータセンター長） 

 

計：12 名 

(平成 22 年 11 月 2 日現在) 
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参考資料６ 

 

各 WG の構成員と検討事項 

 

システム整備検討 WG 構成員 

平成 22 年 11 月 24 日設置 

代表 米澤 明憲 （東京大学大学院情報理工学系研究科教授） 

 秋山   泰 （東京工業大学大学院情報理工学研究科計算工学専攻教授） 

 小林 広明 （東北大学サイバーサイエンスセンター長） 

 関口 智嗣 （産業技術総合研究所情報技術研究部門長） 

 青柳   睦 （九州大学情報基盤研究開発センター長） 

 安達   淳 (国立情報学研究所学術基盤推進部長) 

 佐藤 三久 (筑波大学計算科学研究センター長) 

 石川   裕 (東京大学情報基盤センター長) 

計： ８名 

(平成 22 年 1 月 19 日現在) 

 

【検討事項】  

 

＜ストレージ・ネットワーク・ミドルウェア等の具体的な規模・機能＞  

 

 （システムの基本的考え方）データグリッド的なものなのか、それ以外の機能を備えたシス

テムなのかなど。 

 （ストレージに関して）分散環境を構築する場合の課題・支援、さらにその具体的なイメー

ジ。既存のストレージとの関係をどのように整理すべきか。（特に、「京」のグローバルファイ

ルや各コミュニティが有するデータベースとの関係など。なお、「京」のグローバルファイル

については計算機構とも相談。） 

 （ネットワークに関して）前提として、可視化をどの程度までを採用するのか。既存のネットワ

ークシステムとの関係をどのように整理すべきか。ＨＰＣＩとしての専用回線を構築する必要

があるかどうかなど。 
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 （ミドルウェアに関して）既存のミドルウェアとの関係をどのように整理すべきか。オペレーシ

ョンシステムなどの点で異なる計算機同士を、具体的にどこまで連携運用させることがで

きるのか、ユーザがローカル環境で行っているファイル処理方法を例にした具体的なイメ

ージ。ＨＰＣＩの経費で開発要素があるものにどこまで対応すべきかなど。 

 

＜利用環境(セキュリティーを含む)＞ 

 

 セキュリティーを含む共通利用環境（認証システム等）の検討・設計。 

 産業利用促進検討ＷＧの検討結果を考慮。 

 

＜ソフトウェアの整備普及＞ 

 

 上記のミドルウェア以外で必要となるものについての特定と整備方針。 
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産業利用促進検討 WG 構成員 

平成 22 年 11 月 24 日設置 

代表 高田   章 （スーパーコンピューティング技術産業応用協議会 

  運営小委員会委員長） 

 善甫 康成 （法政大学教授） 

 藤井 孝藏 （宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所教授） 

 加藤 千幸 （東京大学生産技術研究所教授） 

 伊藤   聡 （株式会社東芝研究開発センター機能材料ラボラトリー研究主幹） 

 志水 隆一 (バイオグリッドセンター関西理事) 

 福田 正大 (計算科学振興財団チーフコーディネーター) 

計：７名 

(平成 22 年 11 月 24 日現在) 

 

【検討事項】  

 

＜利用のための体制＞ 

 

 短期的な視点（現制度下での利用、「京」の利用）と長期的な視点（ＨＰＣＩによる拡大ユー

ザ層の利用）で、産業利用促進のための体制を整理。 

 システム整備検討ＷＧ、「京」の運用方式関係にアウトプットを行うイメージで整理。 

 

  ＜課題(利用契約、ハード、ソフト、適正費用等、試用等)＞ 

 

 産業利用における様々な課題（利用契約の内容、ハードウェア・ソフトウェアの運用方法、

適正な費用・試用制度の設定等）を整理し、利用促進のための方策を検討。 

 システム整備検討ＷＧ、「京」の運用方式関係にアウトプットを行うイメージで整理。 

 

  ＜社会へのフィードバック(産業利用ためのアプリ情報、公表ルール等)＞ 

 

 国際的な産業競争力強化への利用、社会還元（他の産業、今後 HPC を利用するところ、

一般社会等へフィードバック）の視点から、産業利用のための情報提供方法、公表ルール

等について検討。 
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課題選定体制 WG 構成員 

平成 23 年 2 月 3 日設置 

代表 藤井 孝藏 （宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所教授） 

 平尾 公彦 （理化学研究所計算科学研究機構長） 

 常行 真司 （東京大学物性研究所教授） 

 中島   浩 (京都大学術情報メディアセンター長) 

計： ４名  

(平成 23 年 2 月 10 日現在) 

 

【検討事項】  

 

＜・「京」及び「京」以外の HPCI 共用資源の課題選定に係る体制の具体案の作成  

・HPCI コンソーシアム、計算科学研究機構、登録機関の役割と相互の関係の明確化＞ 

 

 課題選定委員会の組織と構成 

 課題選定の方法 

 課題選定基準とその制定方法 

 選定審査の手続き 

 その他の事項 

 

 



 52 

 

参考資料７ 

審議経過 

 

【HPCI 検討委員会】 

 

第 1 回：平成 22 年 11 月 2 日(火) 16：00～ 

(1) HPCI 検討委員会運営規程について  

(2) HPCI 検討委員会での検討について 

(3) その他  

  

第 2 回：平成 22 年 11 月 9 日(火) 17：30～ 

(1) 革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラの具体化に向けて 

(2) ワーキンググループの設置 

(3) その他 

 

第 3 回：平成 22 年 11 月 24 日(水) 17：30～ 

(1) 革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラの具体化に向けて 

(2) HPCI コンソーシアムの具体化に向けて 

(3) WG の構成員と検討事項 

(4) その他  

 

第 4 回：平成 22 年 12 月 3 日(金) 16：00～ 

(1) HPC 人材育成について 

(2) 革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラの具体化に向けて 

(3) 京の運用方式について 

(4) HPCI コンソーシアムの具体化に向けて 

(5) その他 

 

第 5 回：平成 22 年 12 月 22 日(水) 15：00～ 

(1) HPCI とその構築を主導するコンソーシアムの具体化に向けて 

(2) 京の運用方式について 

(3) 登録機関について 
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(4) 各 WG の活動状況について 

(5) その他 

 

第 6 回：平成 23 年 1 月 24 日(月) 17：00～ 

(1) 登録機関について  

(2) 各 WG の活動状況について 

(3) その他 

 

第 7 回：平成 23 年 2 月 15 日(火) 17：00～ 

(1) 課題選定体制 WG の設置について  

(2) 利用促進業務のあり方について 

(3) HPCI システムの基本仕様について 

(4) 産業利用促進検討 WG の検討状況について 

(5) その他 

 

第８回：平成 23 年 3 月 24 日(木) 15：00～ 

(1) 中間報告案の取りまとめについて 

(2) 今後のスケジュール 

(3) その他 

 

 

【システム整備検討 WG】 

 

第 1 回：平成 22 年 12 月 10 日(金) 15：00～ 

(1) HPCI システムイメージ(案) 

(2) その他  

 

第 2 回：平成 22 年 12 月 17 日(金) 10：00～ 

(1) ネットワーク系利用環境について 

(2) ストレージの規模について 

(3) システム整備における検討課題について 

(4) その他 
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第 3 回：平成 23 年１月 19 日(水) 18：00～  ※システム・産業合同 WG   

(1) 京測コンピュータ「京」の周辺機器構成について 

(2) e-サイエンスの可視システムについて 

(3) 大規模データのプリポスト処理の現状と展望について 

(4) その他 

 

第 4 回：平成 23 年 3 月 9 日(金) 17：00～    

(1) HPCI 検討委員会への報告について  

(2) その他 

 

 

【産業利用促進検討 WG】 

 

第 1 回：平成 22 年 11 月 24 日(水) 19：40～   

(1) 「京」コンピュータおよび HPCI の産業利用に関する検討課題 

 

第 2 回：平成 22 年 12 月 3 日(金) 18：30～  

(1) HPCI 検討委員会、WG のスケジュール案 

(2) 産業利用促進の全体方針に関する議論  

(3) 産業利用促進の検討課題の整理  

 

第 3 回：平成 22 年 12 月 16 日(木) 18：00～    

(1) 検討課題の具体化について(第５回 HPCI 検討委員会での報告に向けて) 

(2) その他 

 

第 4 回：平成 23 年１月 19 日(水) 18：00～  ※システム・産業合同 WG   

(5) 京測コンピュータ「京」の周辺機器構成について 

(6) e-サイエンスの可視システムについて 

(7) 大規模データのプリポスト処理の現状と展望について 

(8) その他 

 

第 5 回：平成 23 年 2 月 9 日(水) 18：00～  

(1) TSUBAME の産業利用について  
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(2) セキュリティーポリシーとオプションの考え方 

(3) 課金／成果の帰属／公開非公開の方針 

(4) NDA および契約書の方針 

(5) 知財権と成果の取り扱い 

(6) その他  

 

【課題選定体制 WG】 

 

第 1 回：平成 23 年 2 月 10 日(木) 10：00～  

(1) 課題選定に係る枠組みについて  

(2) その他  

 

第 2 回：平成 23 年 3 月 1 日(火) 17：30～  

(1) 課題選定に係る枠組みについて  

(2) その他 

 

 



コンソーシアム本格段階移行に向けたスケジュール（案）
平成23年3月30日

平成２３年 平成２４年

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

ＨＰＣＩ
検討総会

ＨＰＣＩ
検討委員会

（仮称）
HPCI

検討に関する
意見交換会

【備考】
●コンソーシアム構成機関を対象。
●主催はＨＰＣＩ検討委員会（日程や場所に応じて複数の委員が対応）。
●テーマを絞って各総会までに開催するイメージ

主
な
検
討
内
容

ＨＰＣＩ
検討委員会

総会
構成機関

第2回
(3/30)

第5回
(12月)

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
本
格
段
階
移
行

4
月

7
月

10
月

1
月

第3回
(６月)

コンソーシアム
参加要件確定

第6回
(3月)

第4回
(9月)

4
月

3
月

活動内容の
最終とりまとめ

中間報告 最終報告

コンソーシアム本格段階
移行に向けたバトンゾーン

コンソーシアム
運営体制確定

報 告
意見のＦＢ

コンソーシアム構成機関と意見交
換を進めながら中間報告書の作成

第２回総会での報告内容に対
し、コミュニティの意見を集約

コンソーシアム参加要件の検討

コンソーシアム参加要件に関するコミュニ
ティの意見を集約

各機関においてコンソーシアム
参加への検討・合意形成

コンソーシアム運営体制の検討

コンソーシアム運営体制に関するコミュニティの意見を集約

意
見
交
換

意
見
交
換

意
見
交
換

検討委員会より委
員会での検討状況
を説明し、参加者
と意見交換を行う

構成員決定

事務機能の
立ち上げ
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